
主要事業の決定（議会提案）状況
（一般会計） ●・・・新規事業

千円 千円

●
地域福祉計画策定事業

905

　複雑多様化する市民ニーズに対応した福祉施策を推進す
るため、第２次地域福祉計画を策定する。
・事業内容　策定委員会の設置
　　　　　　ワークショップによる作業
　　　　　　市民意向調査および分析等

実施
625

平成22年度の実績等を精査し減額

平成22年度の実績等を精査し減額

消耗品費、通信運搬費を精査し減額

決定（議会提案）における論点、意見等
決定状況

(議会提案)

障害者生活支援センター
管理運営事業

15,478

　障害者の自立や社会参加等を促進するため、必要な福祉
サービスの利用の相談、援助及び情報の提供などを行う障
害者生活支援センターを運営する。
・負担割合
　人件費　　　市2/3　　有田町1/3
　諸経費　　　市73％　 有田町27％
・委託先
　社会福祉法人　伊万里市社会福祉協議会

事 業 名 要 求 額 要 求 事 業 の 概 要

実施
15,469

民　生　費

地域生活支援事業 36,539

　障害者自立支援法に基づく市町村事業であり、障害者が
能力や適性に応じ自立した日常生活や社会生活を送るため
に必要な事業を行う。
○必須事業
　・コミュニケーション支援事業
　・移動支援事業
　・日常生活用具給付等事業
　・地域活動支援センター事業
○その他の事業
　・日中一時支援事業　・訪問入浴サービス事業
　・福祉ホーム事業
・負担割合　国1/2　県1/4　市1/4

実施
33,813



決定（議会提案）における論点、意見等
決定状況

(議会提案)
事 業 名 要 求 額 要 求 事 業 の 概 要

千円 千円

実施
2,716 委託料を精査し減額

福祉タクシー利用料金助
成事業

平成22年度の実績等を精査し減額

　身体障害者（児）の日常生活や社会生活を容易にするた
め、補装具の交付（修理）を行う。

・負担割合　国1/2　県1/4　市1/4

実施
12,923

身体障害者（児）補装具
交付事業

14,705

　重度障害者等に対し、自立と社会参加を促進するためタ
クシー券を支給する。
・支給金額　　　10,000円/人
・支給対象者
　　身体障害 1、2級 　車椅子常用者
　　知的障害 A  　精神障害 1、2級

身体障害者更生医療給付
事業

73,367

　身体障害者の障害部位の加療により、改善または機能維
持が図られる場合（人工透析、心臓手術等）に医療費の給
付を行う。
・更生医療給付費　73,194千円
・事務費　173千円
・負担割合　国1/2　県1/4　市1/4

2,726

平成22年度の実績等を精査し減額障害者自立支援給付事業

　障害者自立支援法の施行に伴い、障害者やその保護者に
対し障害福祉サービス利用の支援等を行い、障害者の自立
や社会参加を促進する。
○介護給付
　・居宅介護　・重度訪問介護　・行動援護
　・短期入所　・重度障害者等包括支援
　・療養介護　・生活介護　・施設入所支援
　・共同生活介護　・児童デイサービス
○訓練等給付
　・自立訓練　・就労移行支援
　・就労継続支援　・共同生活援助
・障害者自立支援給付費　727,305千円
・事務費　　　　　　　　　　984千円
・負担割合　国1/2　県1/4　市1/4

実施
69,832 平成22年度の実績等を精査し減額

728,289
実施

721,161



決定（議会提案）における論点、意見等
決定状況

(議会提案)
事 業 名 要 求 額 要 求 事 業 の 概 要

千円 千円

特別障害者手当等支給事
業

　障害者自立支援法に基づき、障害程度区分の認定に係る

審査判定業務を有田町と共同で行う。

・負担割合　国47.4％　市　36.0％　有田町　16.6％

　保健の向上と福祉の増進を図るため、重度心身障害者、

乳幼児、ひとり親家庭等に対し、医療費を助成する。

・重度心身障害者医療費助成事業　132,122千円

・乳幼児医療費助成事業 　　　　　87,563千円

・ひとり親家庭等医療費助成事業　 30,216千円

・負担割合　県1/2　市1/2

医療費助成事業

障害程度区分認定事業 2,768

心身障害児通園事業

実施
2,714 普通旅費等を精査し減額

　障害のある児童とその保護者に、日常生活等に対応する
ための訓練や指導を行うこどもハートフルセンターひまわ
り園を運営する。
・委託先（指定管理者）
　社会福祉法人　伊万里福祉会

実施17,896

26,931

　常時特別の介護を必要とする在宅の障害者及び障害児に

対し、手当を支給する。

・支給額（所得制限有り）

　　特別障害者手当 　月額 26,440円

　　障害児福祉手当 　月額 14,380円

　　経過的福祉手当 　月額 14,380円

・負担割合　国3/4　市1/4

実施
239,364

平成22年度の実績等を精査し減額249,901

特になし

実施 特になし



決定（議会提案）における論点、意見等
決定状況

(議会提案)
事 業 名 要 求 額 要 求 事 業 の 概 要

千円 千円

特別支援学校留守家庭児
童健全育成事業

11,475

　高年齢者の就業促進に取り組むシルバー人材センターに

対し支援を行う。

・高年齢者就業機会確保事業費補助金

シルバー人材センター支
援事業

8,128

　伊万里特別支援学校に通学している児童・生徒を対象と

した留守家庭児童クラブを運営する。

・利用料　　300円/日（月上限額3,000円）

・開所時間  月～金曜日　　 13時30分～18時

　　　　　　土曜、長期休業　9時00分～17時

●
障害者計画・障害福祉計
画策定事業

725

　障害者の自立と社会参加を支援し、総合的な障害者施策

を推進するため次の計画を策定する。

　①第２次障害者計画（障害者基本法）

　②第３期障害福祉計画（障害者自立支援法）

・事業内容　策定委員会の設置

　　　　　　ワークショップによる作業

　　　　　　市民意向調査および分析等

実施 特になし

実施 特になし

実施
684 消耗品費、通信運搬費を精査し減額

実施
2,239

平成22年度の実績等を精査し減額緊急通報システム事業 2,437

　突発的で緊急を要する疾患等に対応するため、在宅の一

人暮らし高齢者等に対し、緊急通報機器を貸与する。

・貸与見込台数　80台

・利用料金

　　年収120万円未満　　　　 　300円/月

　　年収120万円～180万円未満　900円/月

　　年収180万円以上　　　 　1,850円/月



決定（議会提案）における論点、意見等
決定状況

(議会提案)
事 業 名 要 求 額 要 求 事 業 の 概 要

千円 千円

●
高齢者福祉計画策定事業

1,329

　第５期介護保険事業計画との整合を図りながら、高齢者

福祉施策の事業量の目標設定等を内容とする第２次高齢者

福祉計画を策定する。

・事業内容　策定委員会の設置

　　　　　　市民意向調査の分析等

老人保護措置事業 133,654

　おおむね６５歳以上で、環境上の理由及び経済的理由に
より在宅での生活が困難な高齢者を養護老人ホームに措置
する。
・対象者　64人
・施設名　伊万里向陽園、シルバーケア武雄
　　　　　寿光園、海光園、サリバン

実施
133,653 報酬審議会の答申に準じて報酬を減額

敬老会開催事業

老人クラブ活動事業

　各町において敬老会を開催し、８８歳・９０歳・９９歳

及び１００歳以上の長寿者に対し祝金を支給するととも

に、最高齢者（男・女）に記念品を贈呈する。

・敬老会開催委託料　6,034千円

・敬老祝金　　　  　1,602千円（3千円/人）

・敬老記念品　　　   　16千円（8千円/人）

・事務費等　　　　    121千円

7,773

実施

実施
7,766 平成22年度の実績等を精査し減額

特になし

委託料を精査し減額
実施
1,150

2,889

　伊万里市老人クラブ連合会及び各町単位老人クラブに対

し、補助を行う。

・市老人クラブ連合会活動事業費補助金　1,330千円

・単位老人クラブ活動事業費補助金　37千円/クラブ



決定（議会提案）における論点、意見等
決定状況

(議会提案)
事 業 名 要 求 額 要 求 事 業 の 概 要

千円 千円

一時預かり事業 2,000

　保育園児でない在宅の乳幼児を、一時的に保育園におい

て保育する私立保育園に支援を行う。

・負担割合　国1/2　市1/2

　子育て相談業務や多様化する保育需要に応じた一時保

育、休日保育等子育て世代への支援を行う。

・開所日　日～金曜日（土曜日、1/1～3を除く）

・一時保育、休日保育利用料　200円/時間

児童扶養手当支給事業 317,892

　子と生計を同じくするひとり親家庭等の生活の安定と自

立を支援するため、手当を支給する。

・支給額（所得制限有り）

　　児童1人のとき　41,720円～9,850円/月

　　　　2人のとき　 5,000円/月加算

　　　　3人目以降　 3,000円/月加算

・負担割合　国1/3　市2/3

実施
6,455

工事請負費等の精査による減額

平成22年度の実績等を精査し減額

子育て支援センター管理
運営事業

6,643

留守家庭児童クラブ管理
運営事業

62,965

　就労等により、昼間保護者のいない家庭の小学校低学年
の児童に対し、安全な生活の場や遊びの場を提供し健全な
育成を図る。
・利用料 月額3,500円(2人目以降1,750円)
・開設校区
　伊万里小、牧島小、大坪小、立花小、
　大川内小、黒川小、波多津小、波多津東小、
　南波多小、松浦小、二里小、東山代小、
　山代東小、山代西小

実施
62,837

実施
313,370

平成22年度の実績等を精査し減額

特になし実施



決定（議会提案）における論点、意見等
決定状況

(議会提案)
事 業 名 要 求 額 要 求 事 業 の 概 要

千円 千円

幼児インフルエンザ予防
接種費助成事業

1,703

　小学校就学前児童のインフルエンザ予防接種に要する費

用の一部を助成し、保護者の負担軽減を図る。

・1,000円/人の定額助成

（2回目の予防接種を受けた場合に限る）

実施 特になし

実施 特になし

　保護者の就労時間等に対応するため、保育園の開所時間

（１１時間）を３０分延長して保育を行う保育園に対し補

助を行う。

・交付先　　私立保育園　17園

・補助金　　240,000円/園

・負担割合　県2/3　市1/3

実施 特になし

4,080

病後児保育事業 4,500

　保護者が就労等により病気回復期の子どもを自宅で保育

できない場合に、子どもを一時的に預かり安心して就労等

ができるよう、子育て環境充実のため、運営委託を行う。

・委託先　医療法人幸善会前田病院

・定員　　2名

延長保育促進事業



決定（議会提案）における論点、意見等
決定状況

(議会提案)
事 業 名 要 求 額 要 求 事 業 の 概 要

千円 千円

特になし

平成22年度の実績等を精査し減額

保育園運営事業 1,715,349

子ども手当支給事業

・公立保育園

　維持管理費等を精査し減額

・私立保育園

　特になし

・市外保育園

　特になし

実施
1,010,309

　市内の公立６保育園、私立１８保育園及び市外保育園の

運営に要する経費。

・公立保育園　　　498,388千円

・私立保育園　　1,175,161千円

・市外保育園　　　 41,800千円

実施
1,714,926

　次世代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを社会全体

で応援する観点から、中学校修了までの児童を対象に子ど

も手当を支給する。

・受給者（所得制限なし）

　中学校修了前の児童を養育している保護者

・支給額

　3歳未満　　 　20,000円/月

　3歳以上　　 　13,000円/月

・扶助費　　　1,377,096千円

・事務費　　　 　 2,818千円

実施1,379,914

生活保護事業 1,060,858

　生活困窮者に対し、困窮の程度に応じ必要な保護を行

い、最低限度の生活を保障し、自立を助長する。

・事業内容　　生活扶助、医療扶助等

・負担割合　　国3/4　市1/4

※居住地不明者の場合は、県が市に代わって

　1/4を負担


